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労安法は労基法と一体のもの

健康で安全に働くことは私たちの権利

労働者保護法の基本法

・労働基準法（労基法）

・労働安全衛生法（労安法）

事業者の労働者に対する安全配慮義務、健康保持責任を

罰則付きで具体化

憲 法
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労働組合との合意なしに

残業は命じられない
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労働基準法３９条（年次有給休暇）

「使用者は、その雇入れの日から起

算して６箇月間継続勤務し全労働日

の８割以上出勤した労働者に対して、

継続し、又は分割した１０労働日の

有給休暇を与えなければならない」

年休の取得は出勤したのと同じ

全員 年休１００％取得があたりまえ！
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教職員の長時間過密勤務の実態

月あたり平均残業時間

・

40

時間

・持ち帰り仕事は

20

時

「過労死危険性ライン」で勤務

違 法 状 態

給特法で想定されているものではない
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（教育職員の給与に関する特別措置法

（教育職員の給与に関する特別措置法

）

）

教員には法規上「残業手当」は払われません

＝

教員には残業は命じられない

ただし

次に掲げる業務に従事する場合で臨時又は緊急にやむを得ない

必要があるときに限り勤務時間を超える勤務等を命ずることができる 。

限定４項目

１ 生徒の実習に関する業務

２ 学校行事に関する業務

３ 教職員会議に関する業務

４ 非常災害等やむを得ない場合に必要な業務
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時間を超える超過勤務を強制された

原告１名に

「安全配慮義務違反」として

５５万円の慰謝料
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意見

衛生管理者（人以上の職場）

50

衛生委員会

勧衛生推進者人以上人未満

（）
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告（衛生懇話会）

委員（５人以上）

健康管理医（産業医）
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２．労働者の健康の保持増進を図るための

基本となるべき対策に関すること

３．労働災害の原因及び再発防止対策で、

衛生に係るものに関すること

４．前３号に掲げるもののほか、労働者の健

康障害の防止及び健康の保持増進に関

する重要事項

衛生委員会で調査審議する事項
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② 作業環境管理とは

臭気対策・喫煙対策、温度・湿度対策、照度・

採光などの対策、騒音対策、作業空間・通路
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医師のうちから産業医を選任し、教職員

の健康管理などに当たらせることを義務

づけている

産業医とは

①健康診断の実施及びその結果に基づく教職員の健康を保持するための措置

②作業環境の維持管理

③作業の管理

④健康管理

⑤健康教育、健康相談その他教職員の健康の保持増進を図るための措置

⑥衛生教育

⑦教職員の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置
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1

回職場巡視が義務づけられている
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申告・法令の周知、措置要求

①安全衛生教育

教育委員会は、学校長、衛生管理者、衛生推進者に対

し、安全衛生やメンタルヘルス、公務災害の防止のため

の教育、講習を行うことが必要

②労働者の申告・法令の周知

労安法に違反する事実がある時は、是正のための措置

をとるよう求めることができる

（労安法

97

条）

③措置要求制度について

職員が給与、勤務時間等について人事委員会に対して

要求する制度

（地方公務員法

46

条）
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話し合おう

衛生委員会

→本来毎月１回以上開催が義務づけられている

実効ある中身となっているのかが

問われています

「作業管理」の面がおろそか

所属長はこれまで以上に職員の勤務時間

の把握に努めなければならない

作業管理とは

勤務時間、

休憩・休息時間、

仕事量のこと、

年次有給休暇のこと

作業姿勢のことなど
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労安法の重要な改正点

→付帯決議「学校教育の場で労働安全衛生

の必要性についてその指導徹底をはかる」

労働安全衛生規則

「長時間労働による

健康障害の防止対策の樹立」

「精神的健康の保持増進を図る

対策の樹立」

が衛生委員会の重要審議事項として明記されました。

教員の長時間労働の原因になっているさ

まざまな問題を論議することが大切！

長時間労働対策の一環としての産業医の面接指導

100

時間を義務規定

（過労死認定ライン）

80

時間を努力規定

（過労死危険ライン）
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としています
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１．労安法について職場で研修を

２．衛生委員会を実効あるものに

・「作業管理」「作業環境管理」「健康管理」に

ついて解決に向けた話し合いをしましょう。

・長時間過密勤務の是正、教職員定数増、

教育条件整備についても議題にしましょう。
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過重な超勤に対して罰金55万円

「安全配慮義務違反」で京都地裁

都市教職員組合（全教）の組合員９名が、2004年に京都市を相手取り、過重な超過勤務の是正を求めて提訴

月100時間を超える超過勤務を強制された

原告１名に

「安全配慮義務違反」として

５５万円の慰謝料
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残業は命じられない
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長時間勤務を解消をするために









労働安全衛生法

（労安法もしくは安衛法）

の　活　用　を！
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労安法は労基法と一体のもの

健康で安全に働くことは私たちの権利

労働者保護法の基本法



      ・労働基準法（労基法）



     ・労働安全衛生法（労安法）



事業者の労働者に対する安全配慮義務、健康保持責任を

罰則付きで具体化

憲 法
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増加する健康破壊と精神性疾患

教職員の長時間過密勤務の実態

月あたり平均残業時間



　　・40時間

　　・持ち帰り仕事は20時

「過労死危険性ライン」で勤務

違　法　状　態

給特法で想定されているものではない
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年　休（年次有給休暇）





労働基準法３９条（年次有給休暇）

「使用者は、その雇入れの日から起算して６箇月間継続勤務し全労働日の８割以上出勤した労働者に対して、継続し、又は分割した１０労働日の有給休暇を与えなければならない」

年休の取得は出勤したのと同じ





全員　年休１００％取得があたりまえ！
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給　特　法

（教育職員の給与に関する特別措置法 ）

教員には法規上「残業手当」は払われません 

＝

教員には残業は命じられない

ただし 

　　

    

    次に掲げる業務に従事する場合で臨時又は緊急にやむを得ない

　　必要があるときに限り勤務時間を超える勤務等を命ずることができる 。



　　限定４項目

　  １　生徒の実習に関する業務

　　２　学校行事に関する業務

　　３　教職員会議に関する業務

　　４　非常災害等やむを得ない場合に必要な業務　　　　　　
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作業管理・作業環境管理・

　　　　　　　　　　　　健康管理とは

　① 作業管理とは

勤務時間、休憩・休息時間、仕事量のこと、年次有給休暇のこと、作業姿勢のことなど

　② 作業環境管理とは

臭気対策・喫煙対策、温度・湿度対策、照度・採光などの対策、騒音対策、作業空間・通路等の確保など

　③ 健康管理とは

健康診断や事業場における労働者の心の健康づくりなど
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安全衛生委員会は



労使対等が原則

労安法は、安全衛生委員の過半数は、

労働組合または教職員の過半数の

代表者が推薦すると定めている
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学校でおこなう労働安全衛生活動







労安活動

作業管理

作業環境管理

健康管理







各職場の安全衛生体制


衛生管理責任者（校長指名）


意見


衛生管理者（人以上の職場）


50


衛生委員会


勧衛生推進者人以上人未満


（）


1050


告（衛生懇話会）


委員（５人以上）


健康管理医（産業医）
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衛生委員会で調査審議する事項

　１．労働者の健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること

　２．労働者の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策に関すること

　３．労働災害の原因及び再発防止対策で、衛生に係るものに関すること

　４．前３号に掲げるもののほか、労働者の健康障害の防止及び健康の保持増進に関する重要事項
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安全衛生教育、労働者の

　　　　　申告・法令の周知、措置要求

①安全衛生教育

教育委員会は、学校長、衛生管理者、衛生推進者に対し、安全衛生やメンタルヘルス、公務災害の防止のための教育、講習を行うことが必要



②労働者の申告・法令の周知

労安法に違反する事実がある時は、是正のための措置をとるよう求めることができる（労安法97条）



③措置要求制度について

職員が給与、勤務時間等について人事委員会に対して要求する制度（地方公務員法46条）








_1327912173.ppt


産業医とは

教職員数が50人以上の学校について医師のうちから産業医を選任し、教職員の健康管理などに当たらせることを義務づけている

①健康診断の実施及びその結果に基づく教職員の健康を保持するための措置

②作業環境の維持管理

③作業の管理

④健康管理

⑤健康教育、健康相談その他教職員の健康の保持増進を図るための措置

⑥衛生教育

⑦教職員の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置



※月1回職場巡視が義務づけられている
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2006労安法の重要な改正点



→付帯決議「学校教育の場で労働安全衛生の必要性についてその指導徹底をはかる」

労働安全衛生規則

「長時間労働による

　　　　健康障害の防止対策の樹立」

「精神的健康の保持増進を図る

　　　　　　　　　　　　　　　対策の樹立」

　が衛生委員会の重要審議事項として明記されました。

教員の長時間労働の原因になっているさまざまな問題を論議することが大切！

長時間労働対策の一環としての産業医の面接指導

　100時間を義務規定

　　（過労死認定ライン）

　80時間を努力規定

　　　（過労死危険ライン）

　45時間以上を措置規定

　　　　　　　　　　としています
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働き方について衛生委員会で

　　　　　　　　　　　　　　　　話し合おう

衛生委員会

→本来毎月１回以上開催が義務づけられている

実効ある中身となっているのかが

問われています

「作業管理」の面がおろそか





所属長はこれまで以上に職員の勤務時間の把握に努めなければならない

作業管理とは

勤務時間、

　　　休憩・休息時間、

　　　　　　　　仕事量のこと、

　　　　　　　　　　　年次有給休暇のこと

　　　　　　　　　　　　　　作業姿勢のことなど
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ゆたかな教育は健康な教員から

１．労安法について職場で研修を



２．衛生委員会を実効あるものに

	

・「作業管理」「作業環境管理」「健康管理」に

　ついて解決に向けた話し合いをしましょう。

・長時間過密勤務の是正、教職員定数増、

　教育条件整備についても議題にしましょう。
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　　ありがとう

　　　　　ございました












